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　英政府は、昨年末ようやくEUとの離脱協定交渉の大筋合意に辿りついた。ノーディールで

の離脱の可能性は遠退いたものの、2018年の英国経済を悲観的に見る向きは依然多い。ロン

ドン中心部の住宅価格の下落傾向は続いており、住宅金融組合ネーションワイドのデータによ

ると2017年の1年間でロンドン全体の住宅価格はマイナス0.5％と2009 年以来となる年間を

通じての下落を記録した。英国不動産サービス会社サヴィルズの見通しによれば、ロンドンの

2018年の住宅価格はマイナス2％となり、今後5年間で英国全土の中で最も伸び率の低い地

域になるという。

　ブレグジットを巡る緊張に加え、「引越しより改修」ブームにより、ロンドンで売りに出されて

いる住宅件数が記録的な減少となっていることも不確実性を高める要因である。供給サイドが

売却希望価格の値崩れを嫌い、市場に出す物件を抑制しているとの見方も多い。仮に今年、

10年振りの金融危機が到来し、手持ち資金のほしさに住宅売却が加速した場合、価格調整

は本格的なものとなろう。

　追い打ちをかけるように、昨年11月に英国中央銀行（BOE）が10年振りの利上げを敢行した。

利鞘が圧縮されコスト削減を強いられてきた銀行にとっては朗報である一方、住宅ローン金利

の上昇は住宅市場をさらに停滞させる。ただ最近の英国では固定金利型住宅ローンが人気の

ため、影響を受けるのは住宅ローン保有者の4割程度といわれている。また変動金利型住宅

ローンの返済コストは平均で月額20ポンド（約3000円）程度の上昇に留まるとされる。ただイ

ンフレと実質賃金の低迷により所得が圧迫されている層にとっては、月に20ポンドであっても

追加返済を求められることは家計への負担となろう。

　ロンドンでは最初の持家の頭金の平均額は10万ポンド（約1500万円）を超えている。高騰

を続ける家賃を支払いながら生活している若年層にとって持家を取得する際に、親からの支援

が不可欠な状況となっている。一方、そのような若者達が、治安が悪くロンドンの危険地帯と

評されていたエリアに大きな変化を生じさせつつある。ロンドン東部にある治安の悪いことで

有名なハックニー地域は、他のエリアと比べて比較的家賃が安く、都心部からの近さから若者

の転入者が急増し、お洒落なエリアに変貌を遂げている。同地域の住宅価格はこの20年で

700％上昇と、他のロンドン地域の上昇率を大きくアウトパフォームしている。同様にロンドン

郊外でも、2019 年に新設される地下鉄エリザベス線の開通でロンドン中心部までの移動時間

が30分を切る北東部のヘイバリングや、ビッグベン周辺に集中していた官公庁オフィスの移転

先となっている南部のクロイドンなど、かつては昼間でも1人で歩くことが躊躇された地域が、

若者の転入者増により大きな変貌を遂げ、投資物件、住宅ともに価格上昇が目立つ。金融危

機後に導入された住宅ローン融資の厳格化なども重なり今後の見通しが難しいロンドンの住宅

事情ではあるが、かつては住みたくないとされた治安の悪い地域のイメージが大きく刷新され

つつあるのは朗報であろう。
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